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第５項

日本における構造改革への
取り組み

１ 	停滞する日本経済と不良債権問題
への取り組み	

（1）日本経済の停滞
　バブル経済崩壊後の1990年代、日本においては、
不良債権処理の遅れ、厳しい雇用情勢、財政赤字の
拡大とそれによる将来の増税不安、急速な少子化・
高齢化等による社会保障制度の持続可能性への不安
などが消費や投資を抑制し、民間需要が一貫して低
迷した。こうした中、財政支出等による数次の景気
対策が実施されたものの、バブル崩壊後（1992～
2000年度）の日本の実質成長率は1.2％、名目成
長率は0.9％と低迷した。これは、同時期の先進諸
国（日本を含むG7各国）の実質成長率2.5％程度と
比べても際立った低さであった。
　このような中、日本政府は2001年3月、デフレー
ションの定義を「物価下落が2年以上継続している
状態」とし、この定義の下、「日本経済は緩やかな
デフレにある」と表明、戦後初めて経済がデフレ状
態にあることを認めた。このような中における民間
需要の低迷はさらなるデフレの継続と、不良債権の
拡大につながることが懸念された。

（2）数次にわたるデフレ対策
　日本政府は、経済の低迷の背景には、後述すると
おり、民間部門と公的部門の双方に構造的な問題が
あると認識、経済構造改革を押し進めていくことと
なったが、一方で、景気がデフレスパイラルに陥る
ことを防ぐためのデフレ対策も数次にわたり実施さ

12）  出典：金融庁「金融再生プログラム―主要行の不良債権問題解決を通じた経済再生―」2002年10月30日（https://www.fsa.go.jp/news/
newsj/14/ginkou/f-20021031-1.pdf　2021年3月26日に利用）

れた。
　2001年12月には「緊急対応プログラム」を策定
し、4.1兆円規模の第2次補正予算を編成、執行した。
また2002年12月には「改革加速プログラム」の下、
構造改革の加速に併せて緊急に措置することが必要
な施策及びデフレ抑制に直接的に資する施策を実施
した。
　金融政策面では、日銀が2001年3月の金融政策
決定会合において、2000年8月にいったん解除さ
れていたゼロ金利政策の再導入を決定したことに加
え、市中銀行の日本銀行当座預金残高が5兆円程度
となるよう金融市場調整を行うとする量的緩和政策
の導入を決定、実施するに至った。

（3）不良債権処理へ向けた取り組み
　バブル崩壊後の長引く不良債権問題は、1998年
10月に公的資金枠60兆円を含む金融再生関連法が
成立したことで、ようやく金融破綻処理の体制が
整ったが、その後も抜本的な不良債権問題解決には
至らなかった。
　こうした中、2002年10月、金融庁は「金融再生
プログラム」を打ち出し、「日本の金融システムと
金融行政に対する信頼を回復し、世界から評価され
る金融市場を作るため」との目的の下、2004年度
までには主要行の不良債権比率を現状の半分程度に
低下させ、問題の正常化を図るとともに、構造改革
を支えるより強固な金融システム構築を目指す方針
を示した12）。
　具体的には、主に以下のとおり、不良債権の処理
が進められることとなった。

・資産査定の厳格化（資産査定に関する基準の見
直し、特別検査の再実施等）

・自己資本の充実（自己資本を強化するための税
制改正要望、繰延税金資産の合理性の確認等）

・ガバナンスの強化
　この方針に沿って不良債権処理が進められた結
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果、主要行の不良債権残高は2002年3月期の26.8
兆円をピークに減少し、2005年3月期は7.4兆円と
ピーク時に比較して19.4兆円も低下することとな
り、2004年度までに不良債権比率を半減させる目
標は達成された。
　また、金融機関への公的資金の注入13）も並行して
進められ、2003年にはりそな銀行に公的資金が注
入された。2004年には金融機能の強化のための特

13）  2004年3月末の時点で、金融システム安定化のための46兆円を超える公的資金が注入。うち7兆円以上が主要７行の自己資本強化に充てられた。

別措置に関する法律が可決・成立、地域等における
金融の円滑化に向けた金融機関の取り組みに対し、
国が資本参加することを通じて金融機能の強化を図
る新たな公的資金制度が創設、運用されていくこと
となった。
　こうした施策を通じて、主要行の自己資本比率も
上昇に転じることとなった。

図表１‒10　不良債権比率（金融再生法開示基準/総与信）の推移

（出典）	内閣府「構造改革評価報告書４」P10	図表2-5
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備考： １. 金融庁資料より作成。
 ２. 主要行の数値は新生銀行、あおぞら銀行除く大手銀行。
 ３. 地域銀行の2005年３月期の数値は、金融庁による暫定集計値。

図表１‒11　自己資本比率の推移

（注）	 	備考の行名は当時。みずほコーポレートは現みずほ、東京三菱・UFJは現三菱UFJ、三菱信託・UFJ信託は現三菱UFJ信託、中央
三井信託・住友信託は現三井住友信託。

（出典）	内閣府「構造改革評価報告書４」P19	図表2-15
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託（国内）、SMBC（BIS）、りそな（国内）、中央三井信託（BIS）、住友信託（BIS）。

 ２. 地域銀行は地銀・第二地銀の自己資本比率を合算し銀行数で加重平均して算出した値。
 ３. 連結データ。
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２ 	構造改革へ向けた取り組み	
	

（1）経済財政諮問会議主導の改革
　政府は、バブル崩壊以降の日本経済が停滞から脱
し、経済再生への歩みを踏み出していくうえでは、
まず、不良債権問題を早期に抜本的に解決したうえ
で、経済社会の構造改革を進めることが不可欠との
認識であった。
　この経済構造改革へ向けた取り組みの具体化は、
経済財政諮問会議主導で実施されることとなり、
2001年6月26日には、経済財政諮問会議が取りま
とめた「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改
革に関する基本方針（いわゆる「骨太の方針」）」が
閣議決定され、構造改革へ向けた取り組みが本格化
することとなった。
　骨太の方針の下では、構造改革のための７つの改
革プログラムが示され、実行に移されていくことと
なった。
　・経済社会の活性化のために

　①民営化・規制改革プログラム
　②チャレンジャー支援プログラム

　・豊かな生活とセーフティーネットを充実するた
めに

　③保険機能強化プログラム
　④知的資産倍増プログラム
　⑤生活維新プログラム

　・政府機能を強化し、役割分担を抜本的に見直す
ために

　⑥地方自立・活性化プログラム
　⑦財政改革プログラム

　骨太の方針の下では、当面の２～3年間を不良債
権問題の解決を含めた日本経済の集中調整期間と
し、低い経済成長を甘受する。しかしながら、集中
調整期間の後は、日本経済の脆弱性を克服、民需主
導の経済成長を実現していくこととされた。

（2）不良債権問題の正常化とさらなる構造改革
への動き

　2002年度にピークを記録した主要行の不良債権
残高はその後ピークアウトし、2004年度末には
ピーク時の半額を大きく下回る水準まで低下、不良
債権問題の解決目標は達成された。その結果、金融
機能は安定、2005年4月にペイオフが特段の混乱
もなく解禁された。また2004年のGDP（実質）成
長率も2％台で、雇用状況も改善するに至った。
　こうした中、政府は2005年6月21日に閣議決定
された、「経済財政運営と構造改革に関する基本方
針2005」において、日本経済は「バブル後」を抜
け出したと評価。そのうえで、2005年度以降を攻
めの改革に踏み出すときと位置づけ、2006年度ま
での2年間（重点強化期間）において、とくに、以
下の３つの課題を重視、取り組んでいくこととなっ
た。
１　「小さくて効率的な政府」をつくる  

“官から民へ”“国から地方へ”の改革を徹底し、
・資金の流れを変える（郵政改革、政策金融改革、

政府のバランスシート総点検を通じ、資金の流
れを官から民に大きく変える）

・仕事の流れを変える（三位一体改革により国か
ら地方に仕事を移す、市場化テスト本格導入等）

・人と組織を変える（国・地方の行政改革徹底、
公務員総人件費削減等）

２　新しい躍動の時代に向けて、少子高齢化とグ
ローバル化を乗り切る基盤をつくる

・財政再建への道筋を明らかに
・持続的な社会保障制度の構築
・グローバル化に立ち向かうため、イノベーショ

ン等を通じた国際競争力強化
・EPA（経済連携協定）の推進等によって国際連

携を加速
３　デフレを克服するとともに、経済の活性化によ

り、民需主導の経済成長を確実なものとする
・規制改革、金融システム改革、税制改革、歳出

改革の４つの改革を加速、経済を活性化



第１章　21世紀の幕開け　グローバル化の深化とわが国経済構造変化への対応（1999～2007年度）24

・経済活性化にあたって、「活性化のための政策
三指針」に基づいて政策転換し、競争力を強化

（①政策対象は“人”に……予算はモノから人材
に重点を移す、②底上げから先端支援へ……広
く薄い予算配分ではなく大胆に集中させて競争
力をつくる、③国内対策からグローバル競争へ
……世界市場を獲得する競争力をつくる）


